

















































































































































































































4 4 4 4 4
のから発生するリスク
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
であり、これは事前対策
4 4 4 4
である程度リスクの発生防止をすることができ
る。しかしデマやパニックはもっとも制御しが
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りだされたモノや機械


















































































































































































































































































































































































































































































???????????? ?????????? ?????? ???????
?





































































4 4 4 4 4
ラメータ






























φ x( ) = x1∧ x2 ∧!!∧ xn =min x1, x2 ,!!, xn( )






φ x( ) = x1∨ x2 ∨!!∨ xn
=max x1, x2 ,!!, xn( )
=1− 1− x1( ) 1− x2( )

























































































































































































































































































（ii）図-11 または図-12 の FT図で、最小カッ
トセットは "A, と "B,C, との 2 組である。すな
わち、頂上事象（システムの故障）が発生するた

























































を得る。事象 B,C は図-13 の信頼性ブロック図
において構造上対称な並列要素であるから、構




















A B C システム
基本事象 A が 0, 1 のときのシステム
故障（正常の比率）







0 0 1 0
0 1 0 0
0 1 1 1





1 0 1 1
1 1 0 1




























































4 4 4 4 4 4
に対応する。
注 12） 同様にして、信頼度からみると OR ゲートは
AND ゲートになり、これは直列システム
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